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１ 地方分権の推進について 

（１） 地方分権改革に関する国等の最近の動向及び今後の予定 

ア．国等の最近の動向 

○ 21 年 3 月 24 日、政府が、地方分権改革推進委員会「第 2 次勧告（20 年 12 月

8 日）」を受け、出先機関改革に関する今後 3 年間の検討スケジュール「出先   

機関改革に係る工程表」を策定。     ＜資料１：出先機関改革に係る工程表＞ 
・ 24 年度からの新体制移行に向け、本年中を目途に地方分権改革推進計画

（改革大綱）の策定を目指す。 
・ 116 項目の事務・権限の見直し、組織の改革、人員の移管等 
・ 人員の移管等の仕組みを検討する「人材調整準備本部」を設置 

○ 21 年 4 月 24 日、地方分権改革推進委員会が「国直轄事業負担金に関する意見」を  

政府へ提出。             ＜資料２：国直轄事業負担金に関する意見＞ 
・ 直轄事業の縮減（直轄国道や河川の地方移管の促進） 
・ 透明性の確保・充実（負担金に関する地方への情報開示の徹底） 
・ 負担金のあり方の見直し（維持管理費負担の廃止） 

イ．今後の予定 

○ 今秋までに、地方分権改革推進委員会が、地方税財政制度改革を中心とする  

「第 3 次勧告（最終勧告）」をまとめ、政府へ提出。 
○ 勧告を受け、政府が「地方分権改革推進計画」を策定・閣議決定。「新分権一括

法案（仮称）」を国会提出。 

（２） 本市を含む地方の主な取組 

ア．指定都市市長会 

○ 21 年 3 月 27 日、地方分権改革推進委員会「第 3 次勧告」に向けて、「第二期

地方分権改革に関する指定都市の意見（第 4 次提言）」を発出。 
・ 地方税財政制度改革への提案 
・ これまでの勧告への反映状況を踏まえた再提案 
・ 国への監視機能を備えた「地方分権改革監視等委員会（仮称）」の設置 

＜資料３：第二期地方分権改革に関する指定都市の意見（第 4 次提言）＞ 

○ 「平成 22 年度国の施策及び予算に関する提案（通称：白本）」をとりまとめ、

7 月に、各市の市長・議長が共同で、関係省庁及び政党に対し要請。 
・ 4 月下旬～ 提案事項の調査（所管局長会議から提案事項候補を提出） 
・ 5 月下旬～ 提案事項の調整 
・ 7 月上旬  提案書の確定 
・ 7 月中旬～ 要請活動（各市が分担し、省庁・政党へ要請） 

 
1 真の地方分権の実現のための国・地方間の税源配分の是正 
2 大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化 
3 事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 
4 道路特定財源の一般財源化のあり方 
5 国庫補助負担金の改革 
6 地方交付税の改革 
7 新たな大都市制度の創設 
8 生活保護制度の抜本改革 
9 県費負担教職員制度の見直しにあたっての財政措置 

＜資料４：平成 21 年度国の施策及び予算に関する提案・重点提案＞ 

【主な内容】

【主な内容】

【主な内容】

【進め方】 

【参考：昨年度の重点提案】
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イ．八都県市首脳会議 

○ 21 年 4 月 23 日、第 55 回八都県市首脳会議にて、「地方分権改革の実現に   

向けた要求」を採択・発出。    ＜資料５：地方分権改革の実現に向けた要求＞ 
 

ウ．神奈川県地方分権改革推進会議 

○ 21 年 3 月 6 日、「地方分権改革の推進に向けた提言」をまとめ、国へ提出。 
＜資料６：地方分権改革の推進に向けた提言＞ 
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２ 新たな大都市制度の検討について 

 

（１） 横浜・大阪・名古屋３市による大都市制度構想研究会（通称：ビッグ３研究会） 

ア．活動実績 

○ 構  成     伊藤滋座長をはじめ 7 名の外部有識者委員 
○ 活動期間     平成 20 年 9 月～平成 21 年 2 月 
○ 研究会      全 4 回 
○ 提言書の提出   平成 21 年 2 月 18 日 

 

イ．提言書 

「日本を牽引する大都市－『都市州』創設による構造改革構想－」 
＜資料７：提言書 概要・本文＞ 

（２） 横浜市大都市制度検討委員会 「新たな大都市制度創設の提案」 

市民意見募集結果 

ア．実施概要 

○ 募集期間：平成 21 年 3 月 5 日～4 月 6 日 
○ 募集方法：3 つの設問への回答及び自由意見記入 
○ 周知方法：広報よこはま 3 月号掲載、リーフレット配布（6000 部作成）、 

ホームページなど       ＜資料８：意見募集用リーフレット＞ 
○ 回答方法：回答用はがき、E メール、FAX、ホームページ 

 

イ．結果概要 

○ 回 答 数：321 人、1,193 件（3 つの設問への回答及び自由意見） 
○ 回答状況：資料９のとおり 

＜資料９：市民意見募集 集計結果＞ 

（３） 今後の予定 

市会との議論を重ねながら、本年度中に本市としての基本的考え方をまとめる。 
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３ 平成２１年度大都市税財源拡充要望の経過等について 
 

（１）「大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望」の経過 

《通称「青本」による要望》 
 

 ア 議長・市長による要望 

要 望 月 日 要   望   先 幹 事 市 

１１月１０日 内閣府・総務省・財務省 福 岡 市 

  
イ 税財政関係特別委員による要望（党派別要望） 

要 望 月 日 要   望   先 担 当 市 

１１月１９日 公 明 党 神 戸 市 

１１月１９日 日 本 共 産 党 京 都 市 

１１月２０日 民 主 党 川 崎 市 

１１月２６日 社 会 民 主 党 北 九 州 市 

１１月２８日 自 由 民 主 党 堺 市 

 

網かけ は本委員会委員による要望が行われたもの 
  

ウ 幹事市の税財政関係特別委員長による要望 

要 望 月 日 要   望   先 幹 事 市 

１０月３１日 衆・参両議院総務委員会 福 岡 市 

 

（２）「青本」による要望に係る主な動き 
 
  ア 「道路特定財源の一般財源化のあり方」に関する国の動き 

 
要望内容 

道路特定財源の一般財源化にあたっては、厳しい地方財政の状況や地方

の道路整備、財源配分の状況なども踏まえ、これまで地方に配分されてき

た以上の額を確保し、地方が必要とする道路整備などの事業を地方の裁量

で行えるよう、自由度の高い地方税財源の充実強化を図ること。 

 

① ４月22日に「道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」の 

一部改正案が国会で成立 
 
② 「地方道路整備臨時交付金」を廃止し、道路を中心に関連する他のインフ 

ラ整備やソフト事業に使用できる「地域活力基盤創造交付金」を９,４００億

円の規模で創設（うち８,０００億円は道路整備事業費） 
 
③ 21年度の国の予算において、地方への配分は、従来の配分額と同水準の 

１．３兆円を確保 
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  イ 「国直轄事業負担金の廃止」に関する最近の動き 

 
要望内容 

現在、国が行っている事業で地方公共団体に対して個別に財政負担を課

す国直轄事業負担金については、廃止すること。 

現在行っている国直轄事業を地方へ移譲する場合は、必要経費を全額財

源措置すること。 

 

○ 指定都市市長会 

４月７日 「直轄事業負担金に関する緊急意見」を国土交通省、内閣府、

総務省等に提出 
 

○ 全国知事会 

４月８日 「直轄事業に関する意見交換会（全国知事会、総務省、農林水

産省、国土交通省）」を実施 
 

○ 地方分権改革推進委員会 

４月24日 「国直轄事業負担金に関する意見」を提出 

 

 

参考 平成２２年度 「青本」による要望の予定 
 
 
 ６月中旬～下旬   ：大都市行財政制度特別委員会 

６月中旬～８月中旬 ：指定都市間での要望内容の調整・協議 

９月中旬      ：要望内容の決定 

 10月上旬      ：幹事市議長・市長による要望 

            （要望先：内閣府、総務省、財務省、各政党） 

 10月中旬～下旬   ：税財政関係特別委員長会議 

 10月中旬～11月下旬 ：幹事市税財政関係特別委員長による要望 

            （要望先：地元選出の国会議員、衆・参総務委員会委員） 

 10月下旬～11月上旬 ：大都市行財政制度特別委員会 

 11月中旬～下旬   ：税財政関係特別委員による党派別要望 

            （要望先：各政党役職者）  
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１ ガイドライン策定の目的及び位置付け 

 

(1) 指定管理者制度の概要 

指定管理者制度とは、地方自治体が設置する「公の施設」の管理運営を、民

間企業・ＮＰＯ等を含む団体に委ねることを可能とする制度です。（地方自治

法第 244 条の２） 

市民サービスの向上と経費の節減等を目的として、平成 15 年度の地方自治

法改正により導入されたものであり、従来の「管理運営委託」のような「契約」

ではなく、「指定」という「行政処分」として位置づけられます。 

各施設への指定管理者制度の適用には、条例改正が必要であり、また、指定

管理者の指定には議決が必要となっています。 

  

(2) ガイドラインの目的 

指定管理者制度の運用に関する、本市としての原則・方針を提示することに

より、公の施設の管理運営の持続的改善を進め、各施設の設置目的をより効果

的かつ効率的に達成することを目的とします。 

具体的には、23年度（選定業務等は 22年度中）に集中する第２期目の選定

（509 施設）に向けて、これまでの運用に際しての課題を検証し、今後の改善

につなげることを目指します。 

あわせて、３月 30 日に公表した、本市における公民連携事業の基本原則で

ある「共創推進の指針」の理念を指定管理者制度の運用に反映していきます。 

 

(3) ガイドラインの位置付け 

本ガイドラインは、制度運用の原則を定めるものであり、各規定事項の実施

にあたっての細目等については、各施設所管課が施設ごとに個別に決定します。 

また、各施設所管課が説明責任を果たすことにより、各施設の特性に応じて、

ガイドラインと異なる取扱いを行うことも可能とします。 

 

 

２ ガイドライン策定に向けたこれまでの主な取組 

 

９月～ 指定管理者制度委員会での議論（4回：9月・11月・3月・4月）

 施設所管課との議論 

12 月～ 指定管理者に対するヒアリング調査 
 全 912 施設の運営状況調査 

３月 16日 都市経営・行政運営調整委員会で「ガイドライン(骨子)」を御報告

４月22日 都市経営・行政運営調整委員会で「ガイドライン(素案)」を御報告

（同日） 「ガイドライン(素案)」の公表及び意見募集の開始（23日～） 

横浜市指定管理者制度運用ガイドライン（素案）について 

大都市行財政制度特別委員会資料

平 成 2 1 年 5 月 8 日

共 創 推 進 事 業 本 部

資 料 ４
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３ 指定管理者制度運用の状況 

 

(1) 本市の「公の施設」の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 指定管理料等の支出状況 【609 施設対象】 

  
   
 
 
 

※ 平成 17 年度は委託料及び指定管理料。18 年度は指定管理料。 
 

 

 

(3) サービス向上の事例 

 
  
 
 
 
 
 
 
 

※ ③・④については、表の事例以外にも多くの施設で取組を実施 

 

 

年度 市の財政負担 ※ 前年対比節減額

平成17年 158億  821万円 －

平成18年 141億8,751万円 △16億2,070万円

法定
【約530】

その他
【約2,840】

区民利用施設
【307】

市民利用施設
【186】

その他施設
【420】

市営住宅
(287)

ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ
等港湾施設

(133)

主
な
施
設
例

公の施設　【約4,300】
直営　【約3,370】 指定管理者制度　【913】

市立学校
（約530）

街区公園
（約2,450）
港湾施設
（約180）
保育所
（108）

図書館(18)
　　　　　　　等

地区ｾﾝﾀｰ等
（110）

ｽﾎﾟｰﾂ施設
（29）

福祉施設
（147）

その他区民
利用施設

（21）

文化施設(17)
ｽﾎﾟｰﾂ施設(3)
福祉施設(33)
医療施設(5)
動物園(3)
公園(79)

その他市民
利用施設(46)

項　目 具体的な施設の例、内容、効果等

・消費生活総合センター：土・日の電話消費生活相談（9：30～

16：00）の開始（勤務体制の工夫により経費増を伴わずに実施）

・栄スポーツセンター：地域のＮＰＯと連携し、託児サービスを開始

その結果、子育て世代の利用者数が増加

・11スポーツセンター：一部曜日に、1時間30分から2時間の延長
・横浜国際プール：　一部曜日における、深夜・早朝開館の実施　 等
・踊場地区センター：親子英語教室の実施
・上郷地区センター：地裁職員を講師とした裁判員制度講座の開催 等

開館時間の
延長

自主事業の
充実

土 日 電 話
相談の実施

託児サービ
スの実施

①

②

③

④
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(4) 指定管理者の団体種別内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 指定管理者制度適用施設の収支構造（平成 19年度決算数値：888 施設） 

 
 

 

指定管理料

257.7億円
43%

利用料金収入

128.2億円
21%

自主事業

141.7億円
24%

その他収入

74.6億円
12%

外郭団体

外郭団体

区民利用

施設協会

区民利用

施設協会

社会福

祉法人

社会福

祉法人

公益

法人

公益

法人

その他

その他

民間

企業
ＮＰＯ

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｈ２１

導入以前

外郭
団体

区民利用
施設協会

社会福
祉法人

公益
法人

その他
民間
企業

ＮＰＯ

指定管理導入以前 439 122 105 15 86 － － 767

（割合） (57.2%) (15.9%) (13.7%) (2.0%) (11.2%) (100.0%)

H21 234 80 134 71 92 258 44 913

（割合） (25.6%) (8.8%) (14.7%) (7.8%) (10.1%) (28.3%) (4.8%) (100.0%)

団体種別
従来から管理運営が可能であった団体

指定管理者制度導入に
より可能となった団体

合　計

平成 19 年度の収入 平成 19 年度の支出 

602.2
億円 

人件費

295.2億円
51%

事業費

109.3億円
19%

委託費

66.9億円
12%

小額修繕費

12.9億円
2%

その他支出

89.3億円
16%

573.5
億円 
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(6) 指定期間別の施設数（21年 4月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 公募・非公募の概況（21年 4月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

(8) ２期目の指定を実施する施設の年度別見込み数 

 

 

 

※ 21 年度は、市営住宅（287 施設）を含む 

 

 

(9) 公募に対する応募倍率の変化 

    

 

  

 

   ２期目の指定を実施済みの 55施設（市営住宅を除く）中、公募を実施した 32施設 

    

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 

11 2 2 327 ※ 45 509 

主な施設例

4 (0.4%)
港湾病院(30年)、瀬谷公会堂（15年）、脳血管医療ｾﾝﾀｰ
介護老人保健施設（10年）、つたのは学園（10年）

757 (82.9%) 　－
142 (15.6%) 年度途中に開設のｹｱﾌﾟﾗｻﾞ・ｺﾐｭﾆﾃｨﾊｳｽ等
8 (0.9%) 野毛山・金沢動物園等
2 (0.2%) 浅間ｺﾐｭﾆﾃｨﾊｳｽ（2年）中川ｹｱﾌﾟﾗｻﾞ(2年11月)

913 (100.0%)

５年超

合　計

指定期間

４年以上５年未満
３年以上４年未満
２年以上３年未満

５年

施設数(割合)

１期目 ２期目

5.25倍 1.56倍

公募 非公募 合　計 非公募の主な施設

指定施設数 703 210 913

（割合） (77.0%) (23.0%) (100.0%)

ケアプラザ(92)、ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ(64)、福祉保健活動
拠点(16)、公園（古民家・自然体験施設等）(11)、
地域療育ｾﾝﾀｰ(6)、集会所(5)、動物園(2)　等
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４ ガイドラインの主な内容 

 

 (1) 明確な目標に基づく施設マネジメントの必要性 

 

制度運用上の具体的問題点 制度運用に係る課題 

公募の際、各施設が達成すべき目標等

が明確でない場合があり、計画の作成や

実際の管理運営にあたって困難が発生 

 

明確な目標に基づく施設

マネジメントの必要性 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 (2) サービスの継続性の担保 

 

制度運用上の具体的問題点 制度運用に係る課題 

施設によっては、指定管理者が頻繁に

交代することにより、蓄積された専門的ノ

ウハウや利用者との関係性に影響が生

じる懸念 

 

サービスの継続性の担保

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の目的・目標を明確化し、それに基づく施設のマネジメント

を実施。マネジメントの基盤として、「計画・実行・評価・改善」の

ＰＤＣＡサイクルを確立する。 

指定管理者制

度適用施設の

マ ネ ジ メ ン ト

システムの確立

対応の方向性 

公募を原則。以下のような場合には、非公募も可能  

①地域の住民グループによる管理が効果的であると考えられる場合  

②ＰＦＩの選定事業者が、管理運営を含めて一体的に事業を行う場合  

③極めて高度の専門性を要すること、または利用者等との関係性の維持が極

めて重要であることなどの事由により、将来にわたって他の担い手が存在し

ないことが見込まれる場合  

④緊急性がある場合等非公募とすることにその他の合理的理由がある場合 

 

公募原則と 

特例措置 

の明確化 

 

対応の方向性 

５年を標準。施設の特性等を考慮し変更可能 

指定管理者の変更等の頻繁な実施が、施設の設置目的の達成に重大な

影響を与えることが明白である場合は最長１０年も可能（毎年の評価に加

え外部委員による中間評価を義務付け） 

標準指定期間

と特例措置  

の明確化 

 

P.13～14 

P.26 

P.19 
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 (3) 市と指定管理者の責任分担のあり方 

 

制度運用上の具体的問題点 制度運用に係る課題 

事故や災害等の発生や、利用料金収入

等が想定よりも増減した場合などのリス

クに対する、市と指定管理者間のリスク

分担が明確でない事例  

 

市と指定管理者の 

責任分担のあり方 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 選定時の競争環境の確保によるＶＦＭの向上 

 

制度運用上の具体的問題点 制度運用に係る課題 

公募への応募者数が減少する傾向が見

られ、特に２期目の公募について、現在

の指定管理者以外による参入が低調 

 

選定時の競争環境の確保

によるＶＦＭの向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事故・災害等の施設の管理運営に伴う様々なリスクについて、市と指

定管理者の間での適切な分担のため、リスク分担の標準例を規定 

責任分担・  

役割の明確化 

対応の方向性 

利用者数の増減によって利用料金収入が想定よりも大きく変動した

場合の利用料金の取扱いや、指定管理料の余剰が発生した場合の

指定管理料の取扱い等について、協定であらかじめ定めることとし、

市による事後的な徴収・減額等を原則として禁止 

利用料金収入 

・指定管理料に

関する取扱い

の明確化 

 

一つの指定管理者が管理を行うことによって、各施設の設置目的

が効果的に達成されると考えられる場合には、複数の施設の一体

的選定について積極的に検討  

複数施設の 

一体的な選定 

対応の方向性 

事業者の参入意向の事前把握、より良い管理運営に対するアイデア

等の公募要項への取り入れを目的として、必要に応じて「サウンディ

ング（正式な公募の前に、事業の基本方針等を公表し、意見・提案等

を募集すること）」を実施  

 

民間事業者の 

参入促進 

 

P.21～23 

P.38～40 

P.28～29 

P.27 
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 (5) サービス水準の維持と向上 

 

制度運用上の具体的問題点 制度運用に係る課題 

管理運営に地域性が十分に反映されな

い、また指定期間中のサービス水準の

確保やさらなる向上が図られない等の

懸念 

 

サービス水準の維持と 

向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 今後の予定 

   
５月 22日（金）  意見募集の締切 （４月 23日～） 

        本日の御議論、市民等から提出された意見等を反映し、 

ガイドライン（案）を作成 

  ６月～７月    ガイドラインの確定及び公表 
 
 

地域に密着した施設（地区センター等）では、管理運営計画や自主

事業の内容等に基づき、施設の地域特性の考慮度合いを評価  

地域特性を 

踏まえた選定 

対応の方向性 

利用料金制度の活用（利用料金収入が変動する場合、原則として、

指定管理者の負担）、協定の水準を満たさない事業者に対する指定

管理料の減額、優れた提案に対する予算措置、次期選定への反映

（高評価：加点、低評価：減点）等の検討 

インセンティブ 

・ペナルティ 

の活用 

 

各施設の管理運営について、目標の達成状況等を、第三者評価制

度の活用等により評価し、ＰＤＣＡサイクルに基づく持続的改善の仕

組みを確立。また、安定的な管理運営の確保のため、事業者の財務

状況の定期的モニタリング等の実施を検討 

モニタリングの

強化・充実 

 

 

P.35 

P.38～41 

P.44～47 




